
 

 

 

 市営住宅は、住宅に困窮する低額所得者に対し近隣の同種家賃に比べ安い家賃の住宅を

提供する目的で建設しています。市営住宅家賃は、世帯の収入や住宅の規模、構造、建設

年、所在地などに基づいて家賃決定しています。 

 一定の条件を満たす入居者に対しては、家賃を減免することができます。詳細は以下の

とおりですので、家賃の減免等を希望する方は、建設総務課住宅管理担当にご相談くださ

い。 

 

 

１ 家賃の減免等ができる方・・・次のいずれかに該当する場合 

（１）収入（※）が著しく低額であるとき 

    世帯全員の収入の合計が、北広島市営住宅条例施行規則などで定める生活保護基準の最低

生活費以下に該当する場合 

 

（２）入居者が病気にかかったとき 

       世帯全員の収入の合計から療養費（入院費など。保険金などがある場合は療養費から差し

引いた額）を差し引いて計算した額が、上記（１）の最低生活費以下に該当する場合 

 

（３）入居者が災害により著しい損害を受けたとき 

   世帯全員の収入の合計から損害額を差し引いて計算した額が、上記（１）の最低生活費以

下に該当する場合 

 

（４）その他（１）から（３）に準ずる特別な事情があるとき 

 

   ※収入とは 

減免申請する際の収入は、家賃決定で用いる収入のほか、遺族年金や障害年金などの非課

税年金や児童扶養手当、児童手当などの公的な手当、失業手当、預貯金、親族からの仕送

り、元配偶者からの養育費などのすべての収入の合計 

 

２ 申請方法について 

 （１）申請書類 

    家賃等減免・徴収猶予申請書及び収入が分かる書類 

  

（２）減免期間 

    原則として４月から９月までの前期と、１０月から翌年３月までの後期の２期を標準と

し、毎期の申請が必要です。 



  

３ 申請にあたっての留意事項 

○入居者全員の収入の合計額が確認できないと減免基準に該当するかどうか判断できない場

合がありますので、収入書類の提出にご協力願います。 

 

○申請後、市の担当者が住宅の使用状況などを含めた必要な調査を行い、減免の可否を決定し

た場合、申請者に通知書を送付します。 

 

  ○期の途中で減免が決定した場合は、申請した日の属する月から減免の対象となります。 

 

  ◎減免等の決定後、収入を過少にしているなど虚偽の申請であることが判明した場合は、条例

により免れた金額の５倍の過料に処せられることがあります。 

 

 

◆◇以下の方は申請できません◇◆ 

 

 （１）北広島市営住宅条例（以下「条例」）第６条「入居者の資格」を満たしていない 

・同居親族がいない（入居者が高齢者または障がい者である場合、または、入居している

住居が単身用住居である場合を除く） 

・入居者または同居者が暴力団員である場合  など 

 

 （２）条例第２９条「保管義務」及び条例第３０条「禁止事項等」に違反している 

・市営住宅または共同施設を正常な状態で維持していない 

・周辺の環境を乱し、または他に迷惑を及ぼしている  など 

     （例：犬や猫のペットを飼っている、共用の施設に私物を放置している、共益費を滞納

しているなど） 

 

 （３）条例第３４条「明渡し請求」の対象に該当している 

・家賃を３月以上滞納している 

・市営住宅または共同施設を故意にき損（汚しまたは壊すこと）したとき 

・その他入居者が条例または規則の規定に違反したとき  など 

 

 （４）申請後に市が行う実態調査に応じない、市長が行う指導または指示に従わない 

 

 （問い合わせ先） 

  北広島市役所建設部建設総務課住宅管理担当 

  電話 ０１１－３７２－３３１１ 内線４２０６・４２０７ 

【裏面につづく】 


